
経営倫理にもとつ く経営労務論の革新

水 谷 雅 一

(一)注 目され る倫理 的観点

去る10月 に発表 された1998年 度のノーベル経済学賞の受賞者がアマーティ

ア ・セン博士(ケ ンブ リッジ大学教授)で あった ことは,何 よりも今 日の経

済や経営における倫理的観点がいかに重要であるかを世界の最高の知的評価

基準が具体的に示 した証左だ と言えよう。セン博士がイン ド出身で同賞の初

のアジア人の受賞者であった という画期的なこともさることなが ら,ス ウェ

ーデン王立科学アカデ ミーが博士の受賞理 由を 「経済学の倫理的側面の復権

への貢献」 と特筆 ・強調 していることは,経 済学が とか く経済の方法論や数

理論に偏重 される近年の傾向か ら経済の目的論や価値論の重視が必要 とされ

る時代になってきたことを示 してお り,洵 に欣快 に耐 えない。因に,97年 の

ノーベル経済学賞はいわゆる金融デ リバ ティブ考察 という金融経済の方法論

的専門分野 に優れた業績 を残 した三人のアメリカ経済学者であった ことを考

え併せ ると,今 や世界の関心が経済や経営の倫理 という本質問題 にようや く

向かいつつあることを意味 しているとも言えよう。

さて,経 営倫理については,ア メ リカをはじめ欧米先進国諸国において,

1960年 代後半頃か ら,産 学 における関心が徐々に高 まってきた ことは周知の

通 りであるが,わ が国で も,バ ブル経済の崩壊が始 まった1990年 代初頭か ら
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ようや く注 目され始めるようになった。彼我 における関心 と注目の最初の一

つの大 きな契機が,企 業社会の不正 ・腐敗による経営の非倫理的状況にたい

する市民や国民の不安 と批判にあった点では共通である。つまり,企 業社会

が一一般社会におけるきわめて常識的な善悪の判断に適応 し得ない状況にたい

す る社会からの受容拒否反応が,企 業経営に倫理を求めるようになったわけ

である。 もちろん,今 日の米 ・日における経営倫理 は企業の社会的不祥事へ

の批判 ・拒否 ・是正の問題だけで はな く,地 域社会 をはじめ地球環境 に至る

までの人間 ・人類 ・社会の全てに企業が迷惑 をかけないように自制すること

から,さ らに,こ れ らに貢献することが出来 るように経営することが求めら

れている。 したがって,経 営倫理の範囲は,企 業経営の全 ゆる活動 を通 じた

幅広い分野に亙 るもので,そ の全てについて,一 般社会の善悪の判断基準に
1)

もとついた対処 と適応 を企業社会 に求 めるものである。

今や,企 業が社会の中で特別な,い わゆる特権的な存在である時代 は終焉

に近づいた とも言 うことができよう。そ もそも近代的工業化社会 における企

業の存在は,と くに自由主義的資本主義経済体制を支える重要な担い手 とし

て重要視 されてきた。 そこでは,国 民所得の向上をはじめ国家経済の成長が

国民や人類社会の発展に貢献す るという理由で,経 済優位の社会 を当然視 し,

それを支えるものとしての企業第一主義が何の不思議 もなく受容されていた

わけで,そ れは企業 を特別視 した り,企 業のパフォーマンスにたいする,寛

大な評価 を認めていたためである。つ まり,企 業の資本の論理中心の行動に

よる飽 くなき利潤追求が一般社会から受容 され一定の評価 を与 えられていた

か らである。そのことが,企 業の一般社会への経済的貢献であった ことは紛

れ もない事実ではあって も,他 面で一般社会への迷惑 とそれにたいする___.般

社会からの批判や是正要求につながるものとなってきたわけで,こ れが経営

倫理誕生の原点であることは銘記 されねばならない。 その場合,企 業の資本

論理 と違った観点である,一 般社会の善悪の価値判断基準が企業社会に持ち

込 まれていることに留意する必要があろう。
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(二)企 業による人間性 と社会性の重視

言 うまでもな く,資 本の論理 は資本の自己増殖のために,利 益の極大化 を

目指す ものであ り,そ のために必要 な全ゆる手段 ・方法 を駆使することが求

め られる。そこでは最小のインプッ トで最大のアウ トプッ トを目指す「効率」

の向上が,ま た,他 社 に打ち勝 つための市場 における 「競争」力の強化が必

要 とされ る。

まさに,企 業の最終 目標ではこの 「効率」 と 「競争」の発揮 によって齎さ

れるものであ り,企 業は窮極的 には,こ の二つの向上 と強化による全ゆる経

営活動 を通 じて資本の論理 を貫徹するもの と言えよう。 しか し,い かなる場

合で も自由主義経済体制下の企業 とは,こ の効率 と競争 を中心 とす る利益の

極大化を目指 して経営活動 を進 めるものではあるが,今 後 はそれだけではな

く,新 たに,企 業が 「人間(人 類)」 や 「社会」を重視 しない と,こ の企業の

資本の論理の貫徹 さえも困難 となる時代が到来 しつつあるわけである。アメ

リカでは今世紀後半の初 めか ら,わ が国では約10年 近 く前か らこのことを企

業社会が徐々に認識するようになって きた。それが,す なわち 「経営倫理の

時代」到来なのである。

つ まり,今 日は企業社会の基本的価値観が大 きく変わ りつつある時代であ

って,こ れか らの企業が重視 すべ き価値が旧来 とは著 しく異なったものに転

換 され るわけである。 この大転換 を筆者 は,「 経営価値二原理 システム」から

「四原理 システム」への転換 と呼び,企 業の 目的や基本的価値の変化 を説明 し

ている。すなわち,経 営倫理の登場以前の時代は,効 率性 と競争性の重視の

みによる資本の論理の貫徹 の時代であったので,効 率性原理 と競争性原理中

心の二原理 システムで通用 した。 しかし,経 営倫理の時代 には,前 述のごと

く,人 間性や社会性 という新 しい重視原理が加 えられる必要か らs旧 来か ら

の効率性 と競争性の二原理 にこの新 しい二原理 を加 えた四原理 システムにし
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ない と,資 本の論理の実現が困難 となるわけである。そこに,旧 来からの効

率性原理 と競争性原理 と同等に新 しい人間性原理 と社会性原理 を重視するシ

ステムへの転換が求められる理由がある。なお,こ れ ら四つの原理間の関係

にっいて述べれば,効 率性重視が強過 ぎると,た とえば人間労働 の酷使か ら

過労死や準過労死の ごとき人間性の無視乃至軽視の結果 を招 く傾向があるし,

逆に人間性重視が強過ぎて,弛 緩 した業務活動 を認めると効率が低下する傾

向 となるなど効率性原理 と人間性原理 は相反的関係 になり易い という特性が

ある。 また,競 争性の過度の重視が競争のために手段 を選ばない結果,談 合

や賄賂な ど社会的な不正手段 を用いることにな りがちの傾向があるし,逆 に,

この社会性 を過度に重視する と企業の競争力が弱体化する恐れがあるとい う

相反的関係にな り易い特性がある。因に効率性 と競争性 は相補的関係 にあり,
2)

また,人 間性 と社会性 も同じく相補的関係 にあることは言 うまで もない。

そ こで,旧 来か らの二原理 と新 しく加えた二原理 との間に適度なバ ランス

を維持することが必要である。 しか も,新 旧二原理間の均衡 は拡大的均衡で

なければならない。効率性や競争性が二流 ・三流であり,人 間性や社会性 も

特に重視 しない縮小均衡的なバ ランス型 は企業 として発展性 もなければ,ま

た,社 会 における存在価値 も少ないという好 ましくない企業経営 ということ

にな りかねない。効率性 も競争性 も高 く,し たがって業績 もすばらしい とと

もに,人 間 ・社会にも常に積極的 に配慮す る企業 こそ,こ れからの21世 紀へ

向けても真の意味での優良企業 と言 うことができる。

(三)ア メ リカ労務 管理 におけ る 「人間」観 と 「社会」観の変化

欧米 におけ る19世 紀 か ら今 世 紀 に か けて企 業 の近 代化 が進 め られ るにつれ

て,と りわ け ア メ リカ に お け る経 営 管理 の科学 的近代化 の進 展 に ともなって,

人 間労 働 の科 学 的 管 理 をべ 一 ス とす る労務 管理 の近 代化 が推 進 され た。F,

W.テ ー ラ ー の科 学 的 管 理 法 を初 め とす る「人 間物化」の歴史 は,企 業 に お け
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る人間労働 の合理的使用による効率向上への歴史であった。モーション ・ス

タデ ィとタイム ・スタディによる労働の標準化 と,そ れにもとつ く合理的な

能率給制度や流れ作業化(フ ォーディズム)の 多用が,生 産労働の効率向上

に大 きく貢献 した ことは疑 う余地がない。 しか し,い わゆるホーソン実験 に

始 まるヒューマン ・リレーションズの登場により,20世 紀中葉か ら労務管理

におけるこの人間物化の流れが徐々なが ら変化 してきたことも明白である。

つま り,働 く者の人間 としての気持 ちや意欲 という人間の感性重視の新 しい

考 え方が導入 されてきたか らである。 これは 「労働すれば仕事賃金が得 られ

る」(NoWorkNoPay)や 「余計働 けば余分 に賃金 を貰える」 という経済

的利害を人間理性 に訴 える合理的アプローチだけに頼 る労務管理か ら,人 間

感性 にも訴えて労働意欲の喚起 を図ろうとす る労務管理への大 きなシフ トを

意味する。人間労働の把 え方や扱い方に関する基本的な考 え方のコペルニク

ス的な転換 とも言われる所以である。

この人間関係論 をべ一スにアメ リカではいわ ゆる行動科学が生 まれ
,目 標

管理制度が用いられるようになるが,人 間の自主性や自立性 にもとつ く,や

る気を基に仕事への動機づけ(Motivation)を 図る労務管理 は明 らかに企業

経営 における企業人の人間性回復である。 その意味では,20世 紀 におけるア

メ リカ企業の労務管理の歴史は近代的工業化 による 「人間物化」か ら人間本

来の 「人間らしさ化」への変化の軌跡 とも言 えよう。

別言すれば 「企業人」即 ち 「経済人」(HomeEconomics)思 想か らの解放

の歴史で もあったわけである。

他方において,こ の新 しい変化の歴史 と並行 して,労 務管理 における 「社

会」 との関係 も著 しい変化 をみるに至 っていると言えよう。それ は労働組合

運動の大 きな発展 と,企 業自体の社会的責任度の増大化である。前者につい

てはアメ リカでは社会労働立法であるワグナー法(1935年)と 公正労働基準

法(1938年)を 契機 として社会的労働勢力の伸長が図られて以降,戦 後にか

けて労働組合運動が隆盛 をみるにつれて,企 業の労務管理 における労使関係
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問題の比重が増大 してきた ことに表れている。つまり,企 業経営 は,労 使関

係問題 を通 じて好 むと好 まざるとに関わらず,広 く 「社会」 との関係 に対応

せざるを得な くなるわ けである。企業の自由裁量で人間労働 を雇用 し使用 ・

処遇 ・解雇す る旧来の雇用関係 を労働組合 という企業外の社会的存在 との関

係の中で処理することを通 じて,「 社会」との関係 を重視するように労務管理

も変化 したわけである。

後者 については,資 本 と経営の分離の進展にともない企業が資本株主への

従属的立場か ら,従 業員や消費者 を含 めた これ らの三位一体的な経営を進め

る社会的必要が生 まれてきた こともあって企業の社会的責任が次第に重視 さ

れるようになってきた。そこでの変化は,企 業が株主のみの重視か ら従業員

や消費者 といった社会の他の利害関係者(StakeHolders)と の協力・協調 に

よる経営の成長戦略 を進めることによってはじめて社会的存在 として認めら

れる状況が現出されてきた と言えよう。つ まり,社 会的存在 としての企業は

雇用す る人間労働 を私物化することな く,社 会的な常識や良識にもとついて

使用 し,社 会的公正 を実現 し得 る処遇に努めることが,労 務管理 に求 められ

るように変化 したわけである。その意味では,企 業の労務管理 は 「社会」か

ら乖離せずに,「 社会」の変化 にたいする不断の注 目と把握により,そ れへの

適応を図 るような社会観 に自らを改変 しなければならな くなった と言 えよう。

(四)わ が国企業の労務管理における新 しい変化の流れ

終戦を契機に,そ れまでの統制経済体制か ら一転 してアメリカを中心 とす

る占領軍の指導の下で自由主義経済体制へ と転換 したわが国の経済が零から

の復興 を遂げて,次 第 に成長への過程を歩むようになったが,こ の間,陰 に

陽にアメリカの少なか らざる影響 も受けつつ,わ が国企業 における労務管理

の近代化が推進されていった。 この間,戦 前か らの旧い体質 をかなり残 した

ままとはいえ,封 建的温情主義 に対 して近代的合理主義が,年 功重視主義に
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たいして職務 ・能力重視主義が,さ らには集団中心主義 に対 して個人尊重主

義が,ま た,労 使間の対立闘争にたいして,協 力 ・協調が様々な新 しい方法

や制度の紹介 ・導入を通 じて登場 してきた。

この流れは前節で述べたアメ リカ労務管理における人間観や社会観の大 き

な転換の流れから見て も決 して無縁 どころかむしろ,大 き くはほぼ類似の方

向性 を有す る転換の流れである。

国民意識の中に深 く個人主義や民主主義が根付いているアメ リカに比べれ

ばyた しかに,わ が国の場合はこうした転換の新 しい流れは定着 しにくい面

があるとはいえ,最 近ではむしろ,そ の新 しい方向を当然視する企業の労務

管理すら現れている。 とくに,バ ブル経済の崩壊 によって,そ れ までのいわ

ゆる右肩上が りの成長経済が望めな くなった ことに伴い,従 来のような雇用

体制 を維持することが困難 となってきた ことにより,こ の新 しい転換の流れ

が加速 してきた ことは,戦 後のわが国企業の労務管理史の中で も画期的な新

しい動向 と言えよう。つまり,企 業のいわゆる生涯雇用体制にもとついた新

規学卒者 を主 とする採用 と社員の生涯育成による独 自の愛社精神の喚起な ど

といったいわば企業 によるクmズ ドな管理を進めにくい状況が,労 務管理

の新 しい流れの定着化 を進めているわけである。企業が人材 を抱 え込み,不

況で仕事が無 くなっても他 日を期 して雇用を維持 し続ける生涯雇用体制 はも

はや通用 しな くな りつつある。 したがって,年 功序列による処遇 も不可能 と

なるし,社 員一人一人の個人能力中心の管理 を進 めざるを得な くなる。 そこ

では,個 々人の能力が集団の中に埋没 され ることのないように,旧 来の団体

的統制や規制を可能な限 り緩和 した り排除することが求め られるようになる。

現場の労務管理でみると元来,社 員の職場 における時間 と空間の規制 ・固定

化の管理が必須であった時代が長い間続 いたが,今 日では,そ の規制 を可能

な限 り自由化する動 きが進行 している。 これは明 らかに,個 人の裁量権 を尊

重する動 きであって,従 業員の人間性重視 に通ずるものである。人間労働の

時間 と空間における規制の自由化は,労 務管理の基本的な思想や基本的な人
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間観の改革であると言えよう。

具体的に言えば,労 働時間に関 してはた とえば,始 業 ・終業時刻や休憩時

刻の厳 しい統制管理 は旧い労務管理 において,職 場集団規律の維持のため当

然のことであった。 それが今 日では,時 刻管理のみならず,労 働時間の長 さ

も含めて,全 く自由な裁量が労働者に権利 として付与 されている。 フレック

ス勤務制 は,最 近の調査によれば,導 入企業が増加 しつつあるばか りか,適

用職場 もホワイ トカラーの職場のみでな く,ブ ルーカラーの職場 にも徐々に

普及 し浸透 している。

次 に,空 間の規制 自由化 については,た とえば同一の社内や工場内などで

の仕事の繁閑に応 じた人の配置換 えである。「助 っ人派遣」や 「助勤制度」な

どを頻繁 に行 うことやs技 術 ・技能などの指導のための海外 その他企業への

専門社員の中 ・短期の派遣などが屡々行われるな どのように,職 場空間を固

定化す る旧来の職場管理では規制 し切れない状況が増 えてきている。その上,

社内の職場空間の下で仕事 を遂行す るように定めた旧来の監視的管理が通用

しな くなる例 として,居 住地に近 いサテライ ト中小オフィスの設置 とか在宅

勤務制の導入などが加わ ることも,社 員労働の空間的規制や束縛が一層自由

化 される動向を示 していると言 えよう。

(五)労 務管理の変革の四大諸相(そ の一)

よ く職場組織 における リーダーの行 う部下の管理 は大別 して 「仕事」の管

理 と 「人」の管理だ と言われる。 この 「人」の管理 に関 し,最 近の労務管理

の新 しい変化の流れが前節で述べたように人間労働 の時間 ・空間にわたる規

制的 ・拘束的管理か らの自由化である以上,そ れにつれて社員一人一人の自

主性 と自律性が強 く求め られることを意味 している。つまり,リ ーダーの「人」

の管理 は個々の社員が自主性を発揮 して,自 律的に 「仕事」に取組み,そ の

能力を最大限に発揮 して,そ の成果である業績 を向上 させ ることを狙 う必要
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がある。 したがって,こ れか らの労務管理はその制度 と運用において,こ の

狙いを実現するように図らねばな らない。 この観点か ら,労 務管理の変革の

基本的諸相 を大 きく四つに分 けて次 に検討 してみよう。因に,「 人」の自主性

や自律性の発揮 を促進す ることは(二)で 述べた経営倫理における 「人間性

原理」の実現 に通ずるものであることは明 らかである。何故なら,人 間性原

理 とは企業が人権の重視,個 性 の尊重 ・発揮,個 人の自由度増進などをより

重視することに一層の価値 を置 く考え方だか らである。 したがって,こ の新

しい観点はまさに,経 営倫理の実現その ものを指向 していると言 えよう。

さて,企 業における人間性原理の実現の基本的方向に沿って,労 務管理 に

大 きなイ ンパク トを与 える第一 は 「労働市場の流動化 と人材調達の多様化」

である。近年のわが国労働市場 はかつての新規学卒者(未 経験労働者)供 給

中心の体制か ら,既 存経験労働者の随時供給中心の体制へ と大 きくシフ トし

てきた。全国ネッ トで結ばれた職安機能 の強化や人材供給業者の登場 と発展

によって,こ の変化 は益々加速 されている。近時の長期不況の下では企業の

リス トラによる失業者の増大,採 用手控 え,人 材の需給の ミスマッチな どに

より失業率 ・求人倍率 とも戦後最悪の水準 に落 ち込んでいるが,供 給労働市

場の流動化 ・多様化 は着実に進んでいる。企業側 も固定費である人件費の削

減のため正規社員数 を必要最小限に絞 り,社 内の必要な業務担当に派遣社員,

パー ト,ア ルバイ トな ど非正規社員の多用化を図っている。加 えて,社 内必

要業務を社外にアウ トソーシングすることにより,社 員労働力の必要を抑制

する動 きも加速 している。つまり,企 業の人材調達の抑制 と多様化が急速 に

進行 しているが,こ れは前述の労働市場の流動化 と多様化の動 きと符合対応

しているもので,そ れは,旧 来からの労務管理の中の雇用管理に大 きな変革

を齎 していると言えよう。すなわち,① 正規社員の管理 を基軸にしながらも

多種の非正規社員の管理制度 の構築 と運用 に注力す る,② 非正規社員の募

集 ・採用 を随時に実施 し,即 戦力ある要員の確保に努める,③ 派遣業者など

との労働の条件 ・期間な どの交渉 と契約業務 を処理する,な ど旧来の新卒定
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期採用中心の雇用か らみれば,雇 用業務 の大幅な多様化による変化が必要 と

されているわけである。 さらにこの変化は,実 はこれらの新 しく必要 とされ

る雇用業務がいずれ も常に社外 との接点 を維持 し,労 働市場の動向や派遣業

者 との折衝に配慮す るといういわば 「社会性」を意識 した業務活動をより一

層必要 とするように変化 していることも意味 している。

第二 に 「情報・通信革命 を中心 とした企業の業務活動の著 しい革新の進行」

を挙 げることができる。社員一人 に一台のパ ソコン,イ ンターネ ットの活用,

電子 メールの普及など今 日の情報 ・通信革命が齎す業務活動への影響 は測 り

知れないほど大 きいと言わねばな らない。 それによって進 められる業務の合

理化が人間労働に与 える影響 もきわめて大 き く,こ の流れは21世 紀へ向かっ

て益々加速 されることは確実である。かつてのオー トメション化が齎 した人

間労働 の省力化以上 に,知 的頭脳労働 を中心 とした省力化 ・合理化が進む一

方で,前 述の労働時間 ・空間の自由化 とも関連 して勤務態様や勤務条件の新

しい変化が不可避 となり,こ れへの的確な対応が雇用条件管理 において求め

られている。 しか もこの変化は,労 働時間管理,賃 金管理,教 育 ・訓練管理

などの各分野にも旧来からの制度 と運用に少なか らざる変革を迫るものとな

っている。た とえば賃金管理でみれば,働 いた労働時間にたいす る報酬体系

では最早通用しな くなる。前述の ごとき労働時間 ・時刻 と労働空間の規制的

拘束的管理か らの自由化に対応 して時間報酬ではない成果乃至業績報酬へ と

転換する必要が出て きている。それ とも関連 して,旧 来か らの暦 日や暦月単

位の報酬支払い期間ではな く,成 果 ・業績の測定評価可能単位 としてより合

理的な長期の報酬支払い期間の設定が必要 とされる変化 も現れている。年俸

制度 もその一つの例であろう。 これは言うまで もな く,い わゆる業績賃金管

理の時代への変革 を象徴 していると言えよう。
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(六)労 務管理の変革の四大諸相(そ の二)

第三 には,労 務管理における 「人間労働の精神的側面の重要性増大」を挙

げることができる。人間労働のいわゆる経済的・物的な労働条件である賃金・

労働時間 ・福利厚生な どの側面に比べて,旧 来か らの労務管理 における入間

労働の精神的 ・心的側面 は必ず しも重視 されているとはいえなかった。 しか

し,最 近 は次の主 として四つの理由か ら,精 神的 ・心的側面の管理の比重が

相対的に徐々に高 まってきている。すなわち,

① 国際的にも遜色のない高賃金水準 に達 したわが国企業 における賃金問

題への労使の関心 と対応が低調になってきた こと

② 既に述べたごとく,労 働時間の規制 ・拘束管理か らの自由化の進展 と

年間総労働時間の短縮化が進んできた ことによ り,企 業の労働時間管理

への関心 と重視が一時ほどではな くなってきた こと

③ 右肩上が りの経済が当分の間望めない状況 によりバブル期 における企

業の福利厚生重視か ら一転 してそのス リム化 による経営負担の軽減へ と

企業の関心 と施策が変化 してきた こと

④ 経済の減速や停滞 と経済構造のソフ ト化 ・サー ビス化の流れか らも社

員の経済的 ・物的処遇諸条件 よりも,社 員の"や る気"や 意欲あるいは

精神衛生な どといった"心"の 問題に注 目する企業が増大 してきたこと

である。

とくに,④ の傾 向は単に不況の克服策 として社員の集団的な精神昂揚乃至

は意欲喚起 を図るということばか りでな く,む しろ社員一人一人の"個 立"

にもとつ く自主性 ・自律性 の喚起 をベース とした精神面の重視 とその対応で

あることが特徴 と言 えよう。 そこでは担当の仕事や所属す る職場 のために,

自らの意志による積極的な参画的態度 を発揮す る"意 欲"の 発現が期待 され

てお り,組 織 の上か ら,あ るいは横か らの強制 ・半強制 ・義理 ・習慣 などに
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よる他律的な職務態度は考えられない。つまり,自 らの発意 と意欲 によるい

わば個人のマイ ・ペースの心的状態で仕事に取組む姿勢が重視 されるもので

ある。 この限 りでは人間性原理の実現 に通ずるものであって,そ の仕事の成

果 を中心 に人事評価が進み,業 績賃金が支給 され社員による仕事の達成感 と

自信が生まれれば,企 業 も社員 も満足する状態が期待 される。その意味では,

社員個々人のモチベーション管理 こそ,こ れか らの労務管理が一層注力 しな

ければな らない分野 ということができよう。因に,こ のように人間労働の精

神的 ・心的側面の重視 によって労働への自主的意欲 を喚起する上で,職 制 ・

組織のあり方が時にはその姪桔や障碍 となる恐れがあるがyい わゆる組織の

動態化 ・弾力化やフラッ ト組織化な ど近時の組織管理の新 しい動向は,こ の

社員の自主性や自律性の発揮 を促進するもの と言えよう。

また最近,社 員個人の家庭生活の尊重 と仕事 との両立 を視野 に入れた育児

と介護のための休業制度の拡充などの福利厚生管理が重視 されるようになっ

てきた ことは,社 員が私的生活 について も安心 して働 ける環境整備 による人

間重視へ と労務管理の重点が変化 していることを示 している。なお,こ の変

化 は同時に企業の労務管理が企業の枠を超 えて家庭社会 との関係に0層 踏み

込んで,社 会 に役立つ企業を目指す ことを意味 し,社 会性原理の実現 にも通

ずると言えよう。

第四には,社 員の能力開発 における「創造性開発 と自己啓発の必要性増大」

である。企業による社員の能力開発の重要性 は日増 しに増大 してお り,そ れ

も前節で述べた労働市場の流動化に支えられた人材調達の多様化 と情報 ・通

信革命の進展に伴 う業務革新の必要に適応できる有用な人材の能力開発が強

く求められている。定例的 ・定型的業務です ら雇用の多種 ・多様化 と技術革

新による業務方法の変革がスピー ド・ア ップする今 日では,仕 事のや り方 ・

や らせ方の変化が常態化する傾向を否 めない。 したがって,仕 事のや り方に

関する技能 ・知識 を教 え込むための教育訓練の内容 も新 しい変化への適応 を

図 らねばならない時代である。 ましてや,社 員 自らの変化への適応 を可能 な
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らしめるための知識付与 を中心 とする能力開発は今 日のごとき内外環境条件

の激 しい変化の中では常時,強 化が図 られることが必要である。なかんず く,

新 しい変化への適応 を効果的に進める"要"と も言 うべき 「創造能力の開発」

こそは必須であろう。既存 ・現行の業務活動のブレーク ・スルーによる改善

や革新 は,創 造性 の開発によってのみ可能だか らである。因に前記(二)で

経営価値四原理 システムにおける旧来か らの効率性原理 と新 しい人間性原理
,

旧来か らの競争性原理 と新 しい社会性原理,そ れぞれの新旧間 には相反性の

あることを指摘 したが,こ の相反性 に基づいて,各 意思決定者が ジレンマを

感ずる場合 にそれを克服 ・調整 し,新 旧両原理 を両立させることが出来 るか

否かを懸念する向 きがある。 しか し,そ れを可能な らしめるのは畢寛す るに,

この"創 造的能力"に 他な らないだけに,経 営倫理の観点か らみて も,社 員

の創造性開発は極めて重要なのである。四原理の新 旧原理間を拡大的 に均衡

させようとすれば,二 原理時代 と同じ様な業務活動 を続 けるだけで は難 しく
,

創意工夫 によるプラス αを求める必要があるか らである。

次に,こ の創造的能力の開発には種々の方法が用い られているが,個 々の

社員の自己啓発がきわめて肝要である。つ まり自ら進んで必要な知識 ・情報

を取得 してク リエイティブな思考や発想 を可能 ならしめる自己努力が不可欠

であると言えよう。創造性の発揮には知性 と教養 によって人が本来持ってい

る感性 を磨 けるか どうかに懸っていると言われ るが,そ れは 「個」の自覚 と

自発をべ一ス とすることが明 らかである。他か ら与え得 るのは社員の この自

己啓発努力を支援 ・促進するための全ゆる機会 を準備 し,刺 激 を提供するこ

とのみであるが,何 よりも企業の トップ自らが率先 して社員の創造的能力の

発揮 を奨励 し,創 意工夫による新事業 ・新製品の開発 と既存業務の革新へ と

社内の雰囲気 を盛 り上げることが求められている。能力開発の推進が とりわ

け トップの リーダーシップに懸 っている所以である。その意味では,こ れか

らの労務管理 は精神的 ・心的側面の管理 を考 えると旧来のごとく労務スタッ

フのいわゆる専門職能に委ね るだけではな く,経 営幹部が直接音頭 をとって
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推進す る労務管理への変革が必要 となろう。

(七)労 務管理 における経営倫理教育導入の必要性

本稿冒頭の(一)で 述べたように,今 やわが国企業 も経営倫理の実践が不

可欠の時代であるか ら,社 員一人一人の倫理意識を昂めるとともに組織 とし

ての倫理強化の体制 を固めることが必要 となる。最近のわが国大中企業 につ
3)

いての各種 の経営倫理実践調査によれば,新 しい四原理価値 システムに基づ

く経営倫理的価値観 による組織倫理の強化のために,社 員行動基準(Codeof

Conduct)を 策定 している企業が概ね過半数を占めている。つまり,わ が国の

多 くの企業では社員が企業内外で 「何 をしていけないか,ま た,何 をすべき

か」についての行動の具体的基準 を明確化 しているわけである。 この行動基

準の策定 に関する限 り,最 近 はアメリカの普及状況にわが国企業の場合 もか

な り近づいているといえよう。 しか し,策 定された行動基準 を守 らせ るため

の努力に関 しては,わ が国企業の場合はアメ リカ企業 に比べて著 しく見劣 り

する状況である。た とえば,い わゆる遵守チェック機関の社内設置について

は,き わめて遅れている。折角策定 された行動基準に基づいて社員の行動を

常時チェックしその誤 りを発見 し,そ れを是正させ ることは行動基準の遵守

を促進することになる。社内に遵守チェックのための恒常的機関を設置する

アメリカ企業に比べわが国企業のこの面での改善が求め られていると言えよ

う。行動基準の策定 とその遵守のための こうした制度化 とともに経営倫理実

践にとって不可欠なのは,経 営倫理教育の実施である。

わが国企業で 「経営倫理教育」 を本格的に実施 しようとしているのはまだ

僅かに数社 ほどではあるが,そ れ も緒についたばか りで今後の定着化が課題

である。わが国における外資系企業 を除 く大手企業の中で経営倫理への取組

みが最 も熱心な会社の一つである(株)資 生堂では昨年の行動基準の見直 し

を契機に全社の職場の中に 「コー ド・リーダー」(全 社で四百数十名)を 任命
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し,先 ず これ らリーダーの経営倫理研修 をスター トさせている。つ まり,新

しい経営倫理的価値観を行動基準 として制定 したのに伴い
,そ の意義 と内容

を全社員に徹底 させるための手段 として先ず各職場のコー ド・リーダー(組

織の職制上の リ0ダ ー とは直接関係 な く)を 指名 して,彼 らを 「核」にして

経営倫理の組織浸透性 を図 っていこうとするものである。つまりコー ド・リ

ーダーは経営倫理実践のための職場内推進者であると言えるが
,倫 理教育の

徹底化への現実的対応 として注目される。

もとよ り・直接に全社員 を対象 とするOFF・J・T的 な倫理研修 を行 う方法

もあるが,先 ず職場 の中核者(リ ーダー)を 定めて教育 し,彼 らを中心 に職

場の全員 に周知浸透 させ ることによ り,0・J・T的 効果 も期待 し得 るであろ

う。

他方・OFF・J・Tの 進め方 も社内外の経営倫理専門の講義やセ ミナ0を 社

員に聴講 させる方法 も決 して効果な しとは しないが,出 来れば旧来からある

職能別 ・階層別教育プログラムの中に倫理教育 をビル ド・インさせることが

望 ましいと思われ る。現存の常設的な これ らプログラムを活用 して,そ の中

に経営倫理教育 を必ず組み込むことにすれば,一 層効果的だからである
。 よ

く指摘 されるように教育研修 の成果は遅効性であるだけに,地 道な継続的努

力が必要 とされるため,単 発的 ・思い付 き的な講演やセ ミナーをた まに実施

するよりも定例的な全社教育スキームの一環 に組入れたコンスタン トな教育

研修が望 ましいと言えよう。

それにして も,既 に(六)に おいて述べたごとく教育 ・研修の成果はy畢

寛するに社員一人一人の自発的意欲 と参画への"心"が 基本であるだけに,

経営倫理教育 も一方通行的なレクチャー方式だけでな く,受 講者が自らの問

題 として取組むように仕向けるケース ・スタディ方式 も多用す る必要があろ

う。アメ リカでは既 に,こ のための多 くの経営倫理ケースの開発が進んでい

るが,倫 理問題 を実際の社員行動のレベルで学ばせ るために,具 体的なケー

スをめ ぐる参画的討議が強 く求め られていると言えよう。その意味では,経
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営倫理教育の労務管理への新たな導入に伴い,労 務スタッフも自社内外の具

体例 をべ一スとした 「ケース」造 りを進めることも今後の新 しい課題 となる

であろう。

なお,こ の経営倫理教育 も前述の 「経営における"心"の 問題」であるこ

とは言 うまでもないが,社 員のやる気の問題 と並んで これか らの経営の成否

を決めるきわめて重要な鍵 となる社員の倫理観の確立 という最 も"人 間"と

して本質的な課題への取組みであることを最後 に強調 しておきたい。

(八)後 記

本稿が神奈川大学経営学部の退職記念 とい う筆者 にとって一つの区切 りの

時期 に当る小論であることか ら,経 営学部教授就任以来の研究 と教育 を総括

するに相応 しい論題の設定を考 えた次第である。それは,平 成3年4月 に当

学部 の専門課程(3・4年 生対象)が スター トして以来,一 貫 して労務管理論

を講義 し,研 究 し続 けてきたのと,そ の途 中で経営倫理論 を新たに発足 させ

た という歴史があるか らである。労務管理論 に関しては,昭 和62年 頃か らご

縁があって神奈川大学経済学部(横 浜 キャンパス)で 非常勤講師 として講義

を担当 していたが(今 日まで継続中),そ れ までの長い間の実業界の企業体験

を踏 まえて考究 して纒めた拙著 『二十一世 紀への新経営労務論』(同 友館〉が

完成 した時期 に当学部における新 しい講義が開始されたわけである。 したが

って,講 義 もゼ ミもこの著作の思想を中心に進めてきたが,そ こでの基本テ

ーゼはあ くまで も,企 業経営における効率性原理 と人間性原理の拡大均衡的

両立 を新 しい労務管理のあるべき姿 とすべきことが提唱されている。バブル

崩壊直後の時期からのアメリカ企業社会の研究調査を発端 として筆者が 「経

営倫理を考 える会」を発足 させて,そ れをべ一スに平成5年4月 に日本経営

倫理学会 を旗揚げして学者研究者 と企業実務家の経営倫理 に関する共同の研

究 を推進 した ことが,当 学部のカリキュラムに平成6年 か ら 「経営倫理論」
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を導入するに至 った動機である。因に,ア メ リカの大学の商経学部やその大

学院の約8割 が経営倫理論の講義 を行 っているのに比べ,わ が国の場合 は昨

年の神奈川大学国際経営研究所 と日本経営倫理学会 との共同調査 によると
,

全国約500大 学の中僅かに20校 が正式の講義課 目として経営倫理 を設 けてい
4)

るに過 ぎない。当学部 はわが国の大学教育における経営倫理論導入 に先鞭を

つけた数少ない存在 ということができよう。学部 と大学院双 方で筆者が 「経

営倫理論」の講義 を進める中にその参考書乃至テキス トとして求められるま

まに纒めたのが拙近著 『経営倫理学の実践 と課題』(白 桃書房)で ある
。 これ

が図 らず も 「経営科学文献賞」(平 成9年 度)を 受賞する栄 に浴 したが
,そ の

内容の基本 はその副題 にもあるごとく 「経営価値四原理 システムの導入 と展

開」であった。 この四原理 システムは本文に も触れたように,効 率性原理,

競争性原理,人 間性原理,そ して社会性原理 を意味 している。つまり,前 著

の効率性原理 と人間性原理の均衡両立の思想 を更に競争性原理 と社会性原理

を加 えて,新 旧両原理の拡大均衡の思想 を提唱 した ものである。 したがって,

前著の思想 を近著が発展 させた もの と言える。

本稿 は,近 著の立場から労務管理の新 しい変革 を見直 してみようと考 えた

ものであ り,こ れが 「経営倫理にもとつ く労務管理論の変革」 という論題 を

付 した理由である。

最後に,昨 今の経済 を中心 とするグローバル化時代の潮流 に沿 って,わ が

国企業の経営についてもグローバ リゼーションの著 しい進展が図 られている

が,そ の一つ として国際標準化の動 きが活発である。最近 になって経営倫理

問題 に関 して もその動 きが論ぜ られるようになってきた ことは注目される。

既 に経営 にお ける品質問題 を中心 にISO9000が,環 境問題 を中心 にISO

14000が それぞれ設定 され,さ らに近頃 は労働安全衛生問題 を中心 にISO

16000が 話題 に上 るな ど,企 業経営活動 に関連する重要問題 についてのISO

化が推進 されていることは周知の通 りである。考 えてみると,前 二者は 「消

費者=顧 客」 と 「地域一地球環境」 とい うステー クホールダーを対象にした
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ものであるが,後____.者は 「社員」 とい うステークホールダーを対象にしてい

る。経営倫理の問題 を中心 にISO化 が図 られるとすれば,そ れ も主 として「社

員」の倫理意識や価値観を対象 とするもの となろう。

社員の労働安全衛生が人間労働の物的(肉 体的)側 面を問題 とするのに対

して,経 営倫理の問題 はその精神的(心 的)側 面を問題 とするものである。

この最近の動 きは社員の考え方 ・意識の根底にある価値観な ど精神的 ・心的

側面ついての経営の取組みが,益 々経営 ・労務管理の中で重要性を増す時代

の到来 を意味 していると言えよう。

(平成10年12月9日 記)

注

1)

経営における人間性 ・社会性にかんする経営倫理の主要具体項目例示表

・過労死,準 過労死

・超長時間労働

・サービス残業

・差別待遇

人種差別

年齢差別

性差別

身障者差別

・不当労働行為

・労働時間短縮の推進

・自己申告制

・フレックスタイム制

・介護休暇(有 給)

・ボ ランテ ィア休 暇(有 給)

・ゆ とりと豊か さライフ

・職住接近

・独禁法違反(談 合,取 引制 限)

・利益誘 導型献金

・外 国人 不法就労

・総会屋(暴 力)と の癒着

・武器 輸 出等不正取引

・廃棄物投棄,PL責 任 回避

・公害垂 れ流 しの被害者救済拒否

・地球環境破壊

・監査役機能の強化

・企業行動倫理委員会の設置 と充実

・企業行動憲章の制定 と社員研修

・公害防止 ・環境保護の積極化

・社員貢献活動(メ セナ,フ ィランソロピー)

・社外 ボラ ンテ ィア活動へ の物心の支援

・情報公開の推進

62国 際経営論集No.16・171999



・単身赴任の廃止 ●社会'塑L
__」

(注記)「 反」は人間性や社会性 の重視 に反する企業行動,ま た,「促」は人間性や社

会性を促進 させる企業行動の例示項目であり経営倫理の範囲が多様多岐 に亙

る幅広い分野であることが理解されよう。

)2

図 大正方形と小正方形の均衡的両立

効
率
性
原
理
㈲

社
会
性
原
理
鋤

e一 相補性 一c

a

0

d

bc

㌶ 翻=一＼

競
争
性
原
理
㈲

人
間
性
原
理

H

(注記)点 線大正方形(e,s,h,c)は2つ の両原理(EとHお よびCとS)の 間の

拡大的な均衡両立がはか られている状況を示す。点線小正方形(a ,b,C,d)
は同じく均衡的両立ではあるが,大 正方形に比べて縮小的均衡両立であり,好
ましくない。なお,(C)と(E)の 間,及 び(H)と(S)の 間には相補性

があり,ま た(E)と(H)の 間,及 び(C)と(S)の 間には相反性的傾向

がある。

詳 しくは水谷雅一著 『経営倫理の実践 と課題」(白桃書房)1995年 参照。

3)①(社)経 済同友会 「企業行動規範関連 アンケー ト調査」(1997年4月)

②(社)関 西経 済連 合会 「企業 と社会委員会の企業倫理 に関するアンケー ト調

査(1998年10月)

③ 経営倫理実践研究 セ ンター 「日・米共同経営倫理アンケー ト調査」(1998年

11月)

(注記)経 営倫理実践研究センターは筆者が中心となって,わ が国経済界の有数

な企業の支援をべ一スに企業による経営倫理の実践のための啓蒙普及活動

を推進するわが国初の専門機関である。

4)神 奈川大学 国際経営研 究所 「1997年度 国際経営研究所 年次 報告」 『共同研究

プロジェク ト 「わが国の産学 における経営倫理の実践状況の調査 と考察」に関

する中間報告』(1998年3月)よ り

経営倫理にもとつ く経営労務論の革新63


